
記入例

　

（1） 特定口座（源泉徴収有）についての課税方式の選択

収入金額 所得金額

注１

注２　特定口座（源泉徴収有）内において譲渡損失と配当所得等が損益通算されている場合、配当所得等のみを申告不要とすることはできません。

（２）特定口座以外の配当等（源泉徴収有）についての課税方式の選択＊

注１

※
※
※

対象となる上場株式等に係る配当所得等及び譲渡所得等については、所得税15.315％と住民税5％の合計20.315％の税率であらかじめ
源泉徴収（特別徴収）されているものです。これらの所得について、特定口座ごとに課税方式を選択できます。

支払者等の名称
１回に支払いを受けるべき

配当所得等の金額

源泉徴収（特別徴収）
された住民税の額

（配当割）

特別区民税・都民税
の課税方式

▲▲証券

譲渡

利子 100,000円

25,000円

配当 400,000円

2
上場株式等に係る配当所得等及び譲渡所得等について、特別区民税・都民税においては
下記の所得として申告します。

フリガナ

氏名

証券会社等の名称
源泉徴収（特別徴収）

された住民税の額
特別区民税・都民税
の課税方式

譲渡 1,000,000円 300,000円 15,000円
申告不要とする
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利子

申告不要とする

申告分離課税

総合課税

申告分離課税

申告不要とする

申告分離課税＊

申告不要とする

総合課税

令和　　年度　　特別区民税・都民税申告書付表
（上場株式等に係る配当所得等及び譲渡所得等の課税方式選択用）

年1月1日現在の住所

該当する項番（１または２）に○を付けてください。

1
所得税の確定申告書に記載した上場株式等に係る配当所得等及び譲渡所得等について、
特別区民税・都民税においては全て申告不要制度を選択します。

江東区〇〇1-2-3 整理番号
※職員記入欄

12345678

コウトウ　タロウ
日中繋がる
電話番号

03‐△△△△-××××
印江東　太郎

申告不要とする

申告分離課税

申告不要とする

申告分離課税＊

申告不要とする

800,000円 400,000円 20,000円

申告分離課税

総合課税

申告分離課税

申告分離課税

申告不要とする

申告分離課税＊

申告不要とする

200,000円

◆◆証券

譲渡 1,500,000円 ‐400,000円 0円

利子

5,000円

配当 500,000円

10,000円

配当

申告内容について確認させていただく場合がございます。内容確認ができない場合、確定申告書のとおりに課税
させていただく場合がありますので、ご了承ください。

■■株式会社 300,000円 15,000円

申告不要とする

★★株式会社 150,000円 7,500円

円 円

総合課税

申告分離課税

申告不要とする

総合課税

申告分離課税

提出の際は、年間取引報告書等の写しを添付してください。

特定口座以外において生じた上場株式等に係る配当所得等（源泉徴収有）については、1回に支払を受けるべき配当等の額ごとに課税
方式を選択できます。

この付表は、住民税の納税通知書が送達される前に 特別区民税・都民税（住民税）申告書と一緒に提出してくだ

総合課税

申告分離課税

申告不要とする

○記入欄が足りない場合には、必要な枚数を印刷して

ご利用ください。提出の際には記入した申告書はすべて

提出してください。

（１）については特別区民税・都民税申告に含める特定口座のみを記載してください。

（申告に含める特定口座については、申告不要とする所得についてもすべて記載し

てください。口座内の所得をすべて申告不要とする口座については記載不要です。）

源泉徴収された住民税の額を記載してください。（所得税

額の源泉徴収額ではありません）

口座全体で源泉徴収された住民税の額を記載して

ください。（所得税額の源泉徴収額ではありませ

特定口座内で譲渡損失と配

当所得等が損益通算されて

いる場合、配当所得等は損

益通算前の所得を記入してく

ださい。

なお、注２に記載のとおり、損

益通算後の配当所得等のみ

を申告不要とすることはでき

ません。
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